
Ⅰ．補正予算（追加分）　１件

　１．各会計別総括表 （金額単位　千円）

補正前の額 補正額     計　Ａ 前年同期 Ｂ 伸率A/B

市 営 地 方 競 馬 事 業 費 4,717,791 4,717,791 4,437,310

市 街 地 再 開 発 事 業 費 81,062 81,062 86,861

公共用地先行取得事業費 79,707 79,707 175,589

住 宅 団 地 建 設 事 業 費 121,526 121,526 155,513

駐 車 場 事 業 費 202,465 202,465 201,109

国 民 健 康 保 険 費 41,768,000 41,768,000 40,958,401

後 期 高 齢 者 医 療 費 8,652,105 8,652,105 8,245,892

23,679 23,679 39,171

介 護 保 険 費 42,578,897 42,578,897 41,797,394

水 道 事 業 16,649,958 16,649,958 15,910,555

工 業 用 水 道 事 業 67,284 67,284 69,154

病 院 事 業 7,410,403 7,410,403 9,336,676

中 央 卸 売 市 場 事 業 990,898 990,898 1,110,054

下 水 道 事 業 41,969,850 41,969,850 36,887,744

43,599 43,599 40,317

一般会計補正予算額には、特別需要予備費の減額組替え△99,522千円を含んでおり、これを

除いた実質の補正予算額は、一般会計250,200千円（全会計250,200千円）である。

令和７年度(2025年度)市議会６月定例月議会説明資料

区　　　　　　　　　分

一　　　般　　　会　　　計 206,191,819 150,678 206,342,497 195,109,672 5.8%

公

営

企

業

以

外

の

特

別

会

計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費

小　　　　計 98,225,232

公

営

企

業

特

別

会

計

公設花き地方卸売市場事業

小　　　　計 67,131,992

150,678 371,699,721 354,561,412 4.8%

96,097,240 2.2%

67,131,992 63,354,500 6.0%

98,225,232

（注）

合　　　　　　　　　　計 371,549,043
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　２．歳出補正予算の概要
（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

（１）物価高騰対策

 ① 福祉健康、

 　 こども未来部門

新 54,700 エネルギー価格高騰に対応するため、生活保護世帯等の

光熱費の一部を助成

対  象  者 生活保護世帯、

住民税非課税の児童扶養手当受給世帯、

要介護３以上の高齢者世帯、

重度の障害者世帯

対  象  月 令和７年７月～９月

助成金額 １世帯当たり７千円

新 112,800 エネルギー価格高騰に対応するため、福祉施設の光熱費の

一部を助成

対象施設 介護事業所、障害福祉施設、救護施設、

児童養護施設等

対  象  月 令和７年７月～９月

助成金額 １施設当たり７千円～300千円

新 65,100 食料品価格高騰に対応するため、福祉施設の食材料費の

一部を助成

対象施設 介護事業所、障害福祉施設、救護施設、

児童養護施設等

補助単価 １日１食提供施設

定員１人当たり1,650円

１日２食以上提供施設

定員１人当たり3,350円

福 祉 光 熱 費 助 成 金

福 祉 施 設 光 熱 費

物 価 高 騰 特 別 対 策 費

福 祉 施 設 食 材 料 費

物 価 高 騰 特 別 対 策 費
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

 ② 経済、農林水産部門

新 14,400 エネルギー価格高騰の影響を受ける中小企業の電気料金等に

高騰特別対策費 対する県支援金に、市独自で上乗せ支給

高圧電力

対　　象 市内に事業所を有し、高圧電力を

利用する中小企業者

要　　件 売上に占める電気代が一定割合以上

省エネ診断の受診等

県支援金の交付決定を受けた事業者

対  象  月 令和７年７月～９月

支  給  額 県支援金の1/2

　売上に占める電気代７％以上

　令和７年７月、９月分 0.25円/kwh

　令和７年８月分　　　   0.3円/kwh

　限度額　100千円 など

特別高圧電力

対　　象 市内に事業所を有し、特別高圧

電力を利用する中小企業者

要　　件 県支援金の交付決定を受けた事業者

対  象  月 令和７年７月～９月

支  給  額 県支援金の1/2

　令和７年７月、９月分   0.3円/kwh

　令和７年８月分 　　　0.35円/kwh

工業用ＬＰガス

対　　象 市内に事業所を有し、工業用ＬＰ

ガスを利用する中小企業者

要　　件 県支援金の交付決定を受けた事業者

対  象  月 令和７年７月～９月

支  給  額 県支援金の1/2

　令和７年７月、９月分 　 2.0円/㎥

　令和７年８月分　　　　  2.5円/㎥

新 2,000 エネルギー価格高騰の影響を受ける場内事業者を支援するため、

高騰特別対策費 電気料金等の一部を助成

対　　象 場内の卸売業者及び仲卸業者等

対  象  月 令和７年７月～９月

支  給  額 令和７年７月、９月分  0.75円/kwh

令和７年８月分　　　    0.9円/kwh

市場事業者電気料金等

中 小 企 業 電 気 料 金 等
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（単位　千円）

事　業　名 予算額 内　　　　　　　　　容

新 1,200 エネルギー価格高騰の影響を受ける土地改良区や生産組合を

高騰特別対策費 支援するため、電気料金の一部を助成

対　　象 市内の土地改良区及び生産組合

対  象  月 令和７年７月～９月

支  給  額 国支援金の1/2

　令和７年７月、９月分  1.0円/kwh

　令和７年８月分　　　  1.2円/kwh など

（２）能登半島地震関連

- 被災した住宅の耐震改修等にかかる支援を拡充

等事業費補助 対象事業 耐震改修・建替

補  助  率 10/10

改 限  度  額 2,500千円 → 2,800千円

県制度の拡充に伴う300千円を上乗せ

- 木造住宅の耐震改修にかかる支援を拡充

促進費 補  助  率 10/10

改 限  度  額 2,500千円 → 2,800千円

県制度の拡充に伴う300千円を上乗せ

　３．一般会計歳入補正予算の概要
（単位　千円）

150,678 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

Ⅱ．予算以外の議案 １件

（１） 　………………………………………1 件

金沢市立玉川図書館改修工事（建築工事）

工 事 請 負 契 約 の 締 結

農業水利施設電気料金

既 存 建 築 物 耐 震 改 修

被災木造住宅耐震改修

国 庫 支 出 金
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